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Ⅰ．はじめに 

本研究は、長崎県における再生可能エネルギー導入・普及・活用を通じた地域活性

化戦略について提示することを目的としている。 

日本のエネルギー供給の特徴として、化石燃料がエネルギー供給の中心であり、国

内エネルギー自給率が 8.3%と低い一方、再生可能エネルギーによる電力供給が 7.0%

（2016年度）にとどまっている（経済産業省編（2018））。 

 日本の場合、エネルギー政策はながらく国策としてすすめられてきた。そのため、

地域社会や地方自治体がエネルギー政策に関与する余地はきわめて小さかった。しか

も日本のエネルギー政策は、エネルギー需要が増加することを前提にして、それに対

応する供給量をいかに確保するかという供給力確保に重点を置いていた（植田

（2013））。 

 それに対し、地域において再生可能エネルギーを活用する意義について、高橋洋は

分散型エネルギーが有する地域との親和性を積極的に活用する上で、地域に根差した

主体に期待される役割は大きいとして、以下のように整理している。第 1 に、ご当地

電力（コミュニティパワー）といった形で、地元企業や市民グループがエネルギー事

業の主体になれる。第 2 に、地域主体によるエネルギー事業の効果は、地域全体に波

及する。ご当地電力の担い手は地域に根差した人材が想定され、その事業資金は市民

ファンドや地域金融機関からの融資によって賄われることが多い。第 3 に、需要面で

の地域の役割、第 4 に地域に貢献するからこそ、支援者や束ね役として地方自治体の

役割が期待される（大島・高橋編（2016））。 

本年度は、長崎県の再生可能エネルギーの現状に関して把握するとともに、長崎県

下で進められている再生可能エネルギーの取り組みに関して、自治体及び事業者に対

して聞き取り調査を行った。 
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Ⅱ．研究内容 

１．分析内容 

 長崎県の再生可能エネルギーの現状把握調査に先立って、Ⅰ．はじめに、で述べた

ような内容に関して、日本のエネルギー全体の動向を把握するとともに、文献調査に

より、地域と再生可能エネルギーとの関係や地域における再生可能エネルギー導入、

普及拡大の意味について詳細な考察と整理を行った。 

 

２．フィールドワーク～ヒアリング調査 

本年度は、長崎県の再生可能エネルギーの現状に関して把握するために、第 1 に、

長崎県における再生可能エネルギーの現状と可能性について、長崎県全体からみた再

生可能エネルギーの導入状況について、長崎県に対して聞き取り調査を実施するとと

もに、現在、長崎県で展開されている再生可能エネルギーの導入及び活用に関する取

り組みについて、先進事例に関する現地調査を離島自治体及び 3 事業者に対して実施

した。第 2 に、温泉バイナリー発電の活用に関する現状と課題について、小浜温泉バ

イナリー発電所の現地視察を行うとともに、関係団体 2 団体及び 1 事業者に対して聞

き取り調査を実施した。 

 

Ⅲ．研究成果 

１．長崎県の再生可能エネルギーの現状と可能性 

地域資源として再生可能エネルギーを捉えることは、再生可能エネルギーが CO2排

出の少ない持続可能なエネルギー源としてだけでなく、地域にあるものを最大限利用

し、地域固有性や地域特性を活かすとともに、地域社会を構成する多様な主体が地域

のエネルギー事業を支え、貢献する意義がある。また、再生可能エネルギーの事業化

に際して、他の主体の連携や協働に加え、地方自治体の役割が期待される。 

しかしながら、地域における再生可能エネルギー導入には、地域の再生可能エネル

ギー事業としてみた場合の地方自治体と企業との関係性や地域社会に携わる各主体

（地方自治体、企業、住民など）間の社会合意形成、2009年に開始された余剰買取制

度が 2019 年以降、順次買取期間の満了をむかえることになる中で、需要家が新たな

対応を迫られることになること、今後の固定価格買取制度における価格や制度維持の
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動向による影響、といった課題を抱えている。 

その一方で、長崎県の再生可能エネルギーの今後の可能性に関しては、豊かな海洋

資源が長崎県の強みであることから、長崎県が元来持つ豊かな地域資源のもとで、再

生可能エネルギー産業が産業振興や新たな産業創造につながる重要な産業になれるポ

テンシャルを十分有することを認識した上で、地域の基盤産業として発展し、地域の

活性化を図っていくための知恵とノウハウを集約し、「再生可能エネルギー先進県」と

して一層前進していく必要があると考える。 

 

２．温泉バイナリー発電の活用における現状と課題 

本稿では、地熱発電の現状を概観した上で、地熱発電のうち、温泉バイナリー発電に焦

点をあて、長崎県雲仙市小浜町にある温泉バイナリー発電の取り組みについて述べた。ま

た、温泉バイナリー発電の活用に際しての現状について、特に観光と環境の観点から考察

した。さらに、今後の温泉バイナリー発電の活用に際しては、ステークホルダーの役割、

世界ジオパーク認定地域の利点の活用、小浜温泉ジオツアーにおける学びの面とツーリズ

ムの双方の活用、環境教育・環境学習との連携、といった観点から課題を整理した。 

 

Ⅳ．貢献～研究成果の公表 

 本研究の成果に関しては、以下の通りである。 

 

（学部紹介書籍の分担執筆） 

・芳賀 普隆「長崎県の再生可能エネルギーの現状と可能性」『大学と地域 地域創造

学部』（仮題） 長崎文献社（2019年近刊）、に掲載予定。 

 

（論文） 

・芳賀 普隆「温泉バイナリー発電の活用における現状と課題―長崎県・小浜温泉を

事例に―」『長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部）』第 52巻第 3・4号（2019

年近刊）、に掲載予定。 

 

Ⅴ．おわりに 

本研究は 3 年計画の初年度の研究ということもあり、長崎県の再生可能エネルギー
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の現状を概観することに焦点をあてて実施した。フィールドワーク、聞き取り調査を

進める一方で、再生可能エネルギー全体を巡る動向に関する最先端の研究動向や取り

組み事例に関する情報収集を重ねていく中で、地域の再生可能エネルギーの実態調査

の実施と並行して、電力システム改革や固定価格買取制度の動向、2020年に控えてい

る発送電分離に伴う影響などを追いながら考察を深めていく必要があることを痛感し

た。 

また、今後の研究課題としては、長崎県を中核に据えながら引き続き研究を継続し

て行うことで、長崎県における陸地と離島の双方を持つ特殊性を鑑みながら、長崎県

における再生可能エネルギーの現状と導入効果を定量的・定性的に把握する必要があ

る。加えて、長崎県における再生可能エネルギーの普及・運用の実態に関して、陸地

及び離島双方に関する現地調査をさらに行いながら研究内容を深めるとともに、地域

活性化に貢献していきたい。 
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